
分類 チェック項目 関係法令等

罰則（過料）
がある事項

(※1)ＮＰＯ法・登記令
に基づくもののみ

チェック

法人の定款に定める「目的」に沿った事業を実施しているか NPO法41-1

定款に定める事業以外の事業を実施していないか NPO法41-1

宗教活動や政治活動を主たる目的としていないか NPO法2-2-2(ｲ,ﾛ)

特定の公職者又は政党を推薦、支持、反対することを目的としていないか NPO法2-2-2(ﾊ)

活動全体における特定非営利活動の占める割合が５０％以上であるか NPO法2-2

その他の事業は特定非営利活動に支障がない範囲（赤字決算でない）か NPO法5-1

役員の定数（理事３人以上及び監事１人以上で定款に定める定数）を満たしているか NPO法15

役員のうち報酬を受ける者の数が、役員総数の３分の１以下であるか NPO法2-2-1(ﾛ)

各役員について、その役員の配偶者もしくは３親等以内の親族が２人以上いないこ
と。
役員並びにその配偶者及び３親等以内の親族が、役員総数の３分の１を超えて含まれ
ていないこと。

NPO法21

監事は、理事又は法人の職員を兼ねていないか NPO法19

１０人以上の社員がいるか（社員の退会などの理由により社員が10人未満となった場
合、速やかに社員を補充する）

NPO法12-1④

社員総会が事業年度終了後３ヶ月以内に開催されているか NPO法14の2

臨時社員総会開催の請求があった場合に法令（定款）の規定通りに開催されているか NPO法14の3

社員総会の招集が法令（定款）に定める期日までに通知されているか NPO法14の4

社員総会招集通知に会議の目的事項が示されているか NPO法14の4

社員総会で議決が必要な事項が議決されているか（定款で定める社員総会議決事項） NPO法14の6

定款の定めに則った議決がなされているか（社員総会出席者の定足数、表決数を満た
しているか）

定款

議事録が作成されているか 定款

理事会開催の請求があった場合に定款の規定通りに開催されているか 定款

理事会の招集が定款に定める期日までに通知されているか 定款

理事会招集通知に会議の目的事項が示されているか 定款

定款で定める理事会で議決が必要な事項が議決されているか 定款

定款の定めに則った議決がなされているか（表決数を満たしているか） 定款

議事録が作成されているか 定款

理事会

コンプライアンスチェック表

　ＮＰＯ法人が順守すべき主な事項を列挙していますので、このほか、法人活動に必要な法令等の順守事項も加えて、理事会
から監事さんにお渡しいただき、双方でチェックしましょう。

目的

組織

社員総会
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理事の業務執行の状況が適正であるか NPO法18

この法人の会計処理の方法が適正であるか（財産の状況を監査） NPO法18

監査の結果、法人の業務または財産に関しに、不正の行為または法令や定款に違反
する重大な事実があることを発見した場合には、社員総会又は所轄庁に報告してい
るか

NPO法18

必要に応じて、社員総会を招集し又は理事会の招集を請求しているか NPO法18

事業報告書等が毎事業年度終了後３月以内に作成・提出されているか NPO法29
３年以上提出がない場
合認証取り消しとなる

可能性あり

定款の変更について、総会の議決を経て、所轄庁の認証を受けているか（軽微な変
更の場合、届出がされているか）

NPO法25-3,6 〇

定款に定められた役員の任期を超えていないか。（ＮＰＯ法人の役員の任期は２年
以内。すべての役員が再任の場合でも役員変更の総会での決議が必要。）

NPO法24

役員に変更があった場合（同一人が再任された場合であっても）、所轄庁に届出が
されているか

NPO法23-1 〇

法人による貸借対照表の公告が定款どおりに行われているか NPO法28の2 〇

定款の変更に係る登記をした場合、２週間以内に法務局で変更登記し、登記事項証
明書を所轄庁に提出しているか

登記令3-1
NPO法25-7

〇

代表権を有する理事に変更があった場合（同一人が再任された場合であっても）、
２週間以内に法務局で変更登記をしているか

登記令3-1 〇

法人住所に変更があった場合、２週間以内に法務局で変更登記をしているか
登記令3-1
NPO法6

〇

法人事業税・住民税の申告又は減免申請手続きを期日までに行っているか 他法令

職員を雇用している場合、最低賃金法に則した賃金を保障するとともに、社会保
険・労働保険への加入がされているか(加入要件を満たす場合）

他法令

「その他の事業」で得た利益は、特定非営利活動に充当し、特定非営利活動と区分
して経理しているか

NPO法5

法人成立の時に作成した財産目録を事務所に備え置かれているか NPO法14 〇

法定閲覧書類(※2)を主たる事務所に備え置き、閲覧できるようになっているか NPO法28 〇

介護保険法、障害者総合支援法等の各事業法及び関係法令に従って事業を執行して
いるか

他法令

委託契約書、補助金交付要綱等に従って事業を執行しているか 他要綱等

法人の活動を広く市民に広報するよう努めているか

定款 その他上記以外の法人定款で定める事項を順守しているか NPO法41-1

手続き
（所轄庁）

手続き
（法務局）

手続き
（その他）

執行

　※１　NPO法…特定非営利活動促進法、登記令…組合等登記令
　※２　法定閲覧書類…活動計算書、貸借対照表、計算書類の注記、財産目録、年間役員名簿（前事業年度）、社員のうち10人以上の名簿
　　　（前事業年度）、最新の役員名簿、最新の定款、認証書の写し、最新の登記事項証明書

監事
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